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少子化と地方創生に対する市長の政治姿勢は

に所在する魅

力的な産業や

企業を知って

いただく取組

などを進めた

い。

　　訪日外国

人数が令和５年で 2,507 万人、

令和６年は 3,310 万人の訪日

が予測されている。その消費

額は約７兆円で、自動車輸出

産業に次ぐ大きな外貨獲得の

産業として成長しつつあるが、

インバウンドを本市でも誘致

できる環境づくりの取組は。

　　本市の公式観光サイト、

おおむたＯｎｅ　ｐｌａｔｅ

に、外国語パンフレットの掲

載や、サイトの多言語化を行

うなど、充実を図っていく。

　 関 係 機 関 や 近 隣 自 治 体 と

連携・協力しながら、インバ

ウンドヘの取組を進めていく。

　　教職員の働き方の現状は。

　　本市教職員の長時間勤務

の現状は、令和５年度におい

て１か月の超過勤務平均時間

が、小学校は 44 時間６分、中

学校・特別支援学校が 41 時

間４分となっている。

　 Ｉ Ｃ Ｔ の 導 入 に よ る 勤 務

時間の適正な把握や、定時退

校日の推進、学校閉庁日の設

定などにより削減に取り組む

とともに、しっかりと子供と

向き合えるよう、学習指導員

　　2014 年に日本創成会議か

ら消滅可能性都市が公表され、

本市もその可能性がある都市

とされていたが、本年４月の

発表で、消滅可能性都市から

脱却を果たしている。

　 地 方 創 生 に 取 り 組 む 成 果

が一定あったと分析できる一

方で、それでも 20 代から 30

代の若年女性人口減少率は約

41％である。

　 若 年 女 性 人 口 減 少 率 の 低

減が人口減少対策の解決の鍵

になると考えるが、見解は。

　　人口減少に対応するため、

人口移動の改善や合計特殊出

生率の向上はもとより、次世

代を育む若い世代の増加に向

けて、若者が安心して働ける

雇用の場を増やし、子育てや

教育環境を充実させることが

必要と考える。また、若者が

安心して働ける雇用の場を増

やしていくため、イノベーシ

ョン創出拠点や新大牟田駅産

業団地を活用したＩＴ企業・

ものづくり企業などの企業誘

致を進めるとともに、産業フ

ェスタの開催をはじめ、本市

や学校支援スタッフの全校配

置などの対応も進めている。

　　　　本年７月に視察した

千葉県柏市の手賀西小学校で

は、一般教職員の残業時間ゼ

ロを実現しており、不登校児

童もゼロとのこと。

　 教 職 員 の ゆ と り が 生 徒 に

与える影響は大きいと考えら

れるので、ぜひ継続して取り

組まれたい。

　　パリ五輪銅メダルを獲得

された髙嶋選手に対して、市

長は、いち早く市政功労者と

して表彰し、祝意を表してい

ただいているが、関市長の所

感は。

　　大変な快挙を成し遂げら

れた髙嶋選手に、市民を代表

して心よりお祝いを申し上げ

る。また、髙嶋選手のこれま

でのたゆまぬ努力に対し、心

から敬意を表する。

　 本 市 の 子 供 た ち に と っ て

も、チャレンジする強い勇気

と努力はいつか実を結ぶとい

う大きな希望を与えていただ

いたものと思っている。
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住み慣れた地域で暮らし続けられる社会の構築

考えは。

　　国の支援

がない場合、

大きな財政負

担が生じるこ

とになるため、

実施は難しい

と考える。

　　　　国の

責任として、

国や県に財源を求めてほしい。

　

　　令和７年に世界遺産登録

から 10 周年を迎えるが、記念

事業をどう考えているか。

　　これまで協力をいただい

た地域や学校、ガイドの方な

どへ感謝の気持ちを示す機会

を設けたい。また、三池炭鉱

による発展の歴史の偉大さを

感じられるものを企画したい。

　　　　10 周年記念事業で

本市の世界遺産が改めて注目

されることを期待する。さら

に、100 周年へ向けて、保存

と活用の取組をお願いしたい。

　　本市周辺の活断層が動い

た場合、最大震度６弱の地震

が想定されるが、本市への影

響は。

　　少子化の改善に不可欠で

ある若者の働き方・雇用環境

の改善に関する市長の認識は。

　　働き方改革や雇用環境の

改善は、少子高齢化・人口減

少への対応として重要な取組

と認識している。

　　市内高校生の市内企業へ

の就職状況と就職支援策は。

　　令和５年度の高校卒業者

数 1,140 人に対し、就職者数は

299 人で、そのうち 81 人は市内

企業に就職している。

　また、就職支援として高校

等の就職担当の先生を対象と

した企業との懇談会や企業見

学会、高校生を対象とした就

職ガイダンス、企業紹介冊子

の配布などに取り組んでいる。

　　　　就職指導体制の強化

や学生と事業者のミスマッチ

の解消が必要。

　また、若者定住支援や結婚

支援、子育て支援等の一体的

な取組などを求めたい。

　　給食費の無償化に対する

　　建物被害が全壊 1,529 棟、

半壊 1,407 棟、人的被害として

は死者 87 人、負傷者 1,628 人

と想定されている。

　　災害時の共助が重要だが、

共助の役割について聞きたい。

　　大規模災害時には公的機

関も被災するため、迅速な支

援は困難。被害を軽減するに

は日頃の備えや地域とのつな

がり、防災活動が重要。

　　熱中症対策の観点から避

難所となる学校の体育館への

空調設備設置の必要性は。

　　現在、特別教室への空調

設備設置を進めており、体育

館への設置は他都市の動向を

注視したい。

　　　　空調設備設置の検討

を改めてお願いする。

　　公共下水道白川排水区整

備事業（第２期）の内容は。

　　健老町周辺地域の浸水緩

和を目指し白川ポンプ場のポ

ンプ増設や、雨水管渠整備を

計画している。

　　　　地元への工事の連絡

と協力を得ながら無事故で取

り組んでほしい。

　　共働きやひとり親家庭も

増加傾向にある中、子育てに

は祖父母も関わるが、祖父母

世代への子育て支援の取組は。

　　子育ては親だけではなく、

祖父母をはじめ周囲の温かい

サポ－トが大切だと考える。

　今後、祖父母手帳の配布や

ホームページ等による周知啓

発を行う予定としている。
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